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令和７年度本巣市各会計歳入歳出決算及び

令和７年度基金の運用状況審査意見

１．審査の概要

（１）審査の対象

各会計歳入歳出決算

令和７年度 本巣市一般会計歳入歳出決算

同 国民健康保険特別会計歳入歳出決算

同 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

同 企業用地造成事業特別会計歳入歳出決算

同 基金の運用状況

付属書類

令和７年度本巣市各会計歳入歳出決算事項別明細書

実質収支に関する調書

財産に関する調書

（２）審査の期間

令和８年７月８日（水）から令和８年８月４日（火）まで

（３）審査の手続

審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調

書及び財産に関する調書について、関係法令に準拠して作成されているかどうか

を確かめ、これらの計数の適正性を検証するため、関係帳簿その他証拠書類との

照合等通常実施すべき審査手続を実施したほか、必要と認めたその他の審査手続

を実施した。

また、審査に付された令和７年度の基金の運用状況を示す書類について、その

計数の正確性を検証するため、関係帳簿等との照合その他通常実施すべき審査手

続を実施したほか、基金の運用状況の妥当性を検証するため、関係書類を審査し

た。

（４）実地の審査

・本巣消防署（消防署整備事業）

２．審査の結果

審査に付された各会計歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書

及び財産に関する調書は、関係法令に準拠して作成されており、その計数は、関係

帳簿その他証拠書類と照合した結果、誤りのないものと認められた。

また、予算の執行及び関連する事務の処理は、適正に行われているものと認めら

れ、基金の運用状況についても妥当であると認められた。

実地審査についても、事業に必要な書類及び会計処理については、適正に行われ

ているものと認められ、利用状況等における報告も受けたものである。

なお、審査結果の詳細は以下のとおりである。
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３．決算の総括

（１）決算規模

一般会計及び特別会計の決算額は、次表のとおりである。

各会計相互間の繰入、繰出による重複額は、次表のとおりである。

（単位：千円）

決算規模を純計決算額によって前年度と対比して示すと、次表のとおりであり、

歳入は 1,027,775 千円（4.1％）増加、歳出は 1,447,196 千円（6.2％）増加してお

り、歳入歳出差引残額では、対前年度額比 419,421 千円（△28.8％）の減少となっ

ている。

（単位：千円）

（２）決算収支

総計決算における歳入歳出差引残額（形式収支）は 1,036,327 千円で、翌年度へ

繰越すべき財源 70,846 千円を差引いた実質収支の額は 965,481 千円の黒字であり、

これから前年度実質収支額を控除した単年度収支の額は 181,619 千円の赤字であ

る。

（単位：千円）

区 分 一般会計 特別会計 合 計

歳入

決 算 額 22,028,941 4,460,812 26,489,753

重複控除額 200,000 342,487 542,487

純計決算額 21,828,941 4,118,325 25,947,266

歳出

決 算 額 21,092,568 4,360,858 25,453,426

重複控除額 327,118 215,369 542,487

純計決算額 20,765,450 4,145,489 24,910,939

差引 決 算 額 936,373 99,954 1,036,327

残額 純計決算額 1,063,491 △ 27,164 1,036,327

区 分 繰 入 繰 出

一 般 会 計 200,000 327,118

特別会計

国保（事業勘定） 22,051 15,369

国保（施設勘定） 93,369 0

後期高齢者医療 137,232 0

企業用地造成事業 89,835 200,000

合 計 542,487 542,487

区 分 当 年 度 前 年 度
比 較 増 減

増 減 額 増 減 率

歳 入 額 25,947,266 24,919,491 1,027,775 4.1%

歳 出 額 24,910,939 23,463,743 1,447,196 6.2%

差引残額 1,036,327 1,455,748 △ 419,421 △ 28.8%
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決算収支の状況を会計別に示すと次表のとおりである。

（単位：千円）

※1 実質収支 （歳入歳出差引額－翌年度へ繰り越すべき財源【継続費、繰越明許費等】）
※2 単年度収支 （当該年度実質収支－前年度実質収支）

（３）予算の執行状況

歳入決算額 26,489,753 千円は、総予算現額 27,239,486 千円に対し、749,733 千

円の減収で、収入率は 97.2％（前年度 98.3％）である。また調定額 26,727,124 千

円に対する収入率は 99.1％（前年度 98.7％）であり、収入未済額は 224,701 千円、

不納欠損額は 12,670 千円である。

なお、収入未済額（当年度及び過年度）及び不納欠損額の内容は、後述する一般

会計、特別会計及び滞納額調書のとおりである。

歳出決算額 25,453,426 千円は、総予算現額 27,239,486 千円に対し 93.4％（前年

度 92.8％）の執行率で、翌年度繰越額は 155,577 千円であり、対前年度額比 561,998

千円（△78.3％）減少している。また、不用額は 1,630,483 千円となり、対前年度

額比 448,746 千円（38.0％）増加している。

その他会計別の歳入、歳出に関する事項は後述のとおりである。

（４）財政の構造

一般会計決算額の財政構造を分析すると、次のとおりである。

ア 歳入の構成

自主財源と依存財源の構成比の推移は次表のとおりであり、依存財源の構成比

が 50％を超えている状況が続いている。当年度は、市債や地方交付税、国庫支出

金等の増加により、依存財源が前年度に比べ 994,013 千円（8.8％）増加してい

る。一方、繰入金等の減少により自主財源については 40,547 千円（△ 0.4％）

減少している。

（単位：千円）

また、経常的収入と臨時的収入の構成比は、次表のとおりであり、経常的収入

区 分
当 年 度 前 年 度 比較増減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

自主財源 9,690,046 44.0% 9,730,593 46.2% △ 40,547 △ 0.4%

依存財源 12,338,895 56.0% 11,344,882 53.8% 994,013 8.8%

計 22,028,941 100.0% 21,075,475 100.0% 953,466 4.5%

区 分

歳入歳出 翌年度へ
実質収支

※1

単年度

収 支

※2

差引残額 繰越すべ

（形式収支） き 財 源

当年度

一般会計 936,373 70,846 865,527 △ 207,288

特別会計 99,954 0 99,954 25,669

合 計 1,036,327 70,846 965,481 △ 181,619

前年度

一般会計 1,227,195 154,380 1,072,815 641,088

特別会計 228,553 154,268 74,285 △ 94,217

合 計 1,455,748 308,648 1,147,100 546,871
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が前年度より 667,488 千円（4.7％）増加し、構成比は前年度と同ポイントであ

る。一方、臨時的収入が前年度より 285,978 千円（4.2％）増加し、構成比は前

年度と同ポイントである。

（単位：千円）

イ 歳出の構成

歳出決算額を性質別に分類して示すと、次表のとおりであり、主な増減につい

て前年度と比較してみると、その他経費が 727,030 千円（36.2％）、物件費が

289,818 千円（7.6％）等が増加したことなどにより決算額合計で 1,244,288 千

円（6.3％）増加している。

（単位：千円）

ウ 財政分析

財務指標に基づくの年度別推移は、次表のとおりである。

※1 財政力指数
地方公共団体の財政力を示す指数として用いられ、この指数が大きいほど財政力が強いことになる。こ

の指数が１に近いほど留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるということであり、指数が１を超

える場合は、地方交付税の不交付団体となる。

財政力指数＝基準財政収入額／基準財政需要額

注）上記算式により算出した率を過去３ヶ年間平均した数値

※2 経常収支比率
地方公共団体の財政構造の弾力性を把握する指標として用いられ、通常は 75％程度が妥当であり、数値

が低いほど財政にゆとりがあると考えられている。

経常収支比率＝（経常経費充当一般財源）／（経常一般財源＋減収補てん債特例分＋臨時財政対策債）×100

区 分
当 年 度 前 年 度 比較増減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

経常的収入 15,009,862 68.1% 14,342,374 68.1% 667,488 4.7%

臨時的収入 7,019,079 31.9% 6,733,101 31.9% 285,978 4.2%

計 22,028,941 100.0% 21,075,475 100.0% 953,466 4.5%

区 分
当 年 度 前 年 度 比較増減

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増 減 率

人 件 費 3,393,185 16.1% 3,212,381 16.2% 180,804 5.6%

扶 助 費 2,536,113 12.0% 2,622,487 13.2% △ 86,374 △ 3.3%

公 債 費 1,781,488 8.4% 1,792,086 9.0% △ 10,598 △ 0.6%

物 件 費 4,083,152 19.4% 3,793,334 19.1% 289,818 7.6%

維持補修費 297,158 1.4% 386,292 1.9% △ 89,134 △ 23.1%

補 助 費 等 3,266,751 15.5% 3,139,682 15.8% 127,069 4.0%

投資的経費 3,001,146 14.2% 2,895,473 14.6% 105,673 3.6%

その他経費 2,733,575 13.0% 2,006,545 10.2% 727,030 36.2%

計 21,092,568 100.0% 19,848,280 100.0% 1,244,288 6.3%

区 分 当 年 度 前 年 度 比較増減

財 政 力 指 数 ※1 0.520 0.530 △ 0.010

経 常 収 支 比 率 ※2 88.1% 88.7% △ 0.6%
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（５）市債の状況

市債の状況は、次表のとおりであり、一般・特別会計合計の当年度末現在高は、

23,493,367 千円である。当年度中に 1,868,000 千円を発行し、1,622,865 千円の元

金償還を行っている。

（単位：千円）

区 分
前年度末
現 在 高

当 年 度 中 当年度末
現 在 高発 行 額 償還元金

一般会計

総 務 債 346,845 0 712 346,133

民 生 債 559,184 0 15,328 543,856

衛 生 債 0 0 0 0

農 林 水 産 債 11,554 2,100 694 12,960

商 工 債 25,338 0 8,430 16,908

土 木 債 751,912 562,500 66,111 1,248,301

消 防 債 1,175,271 853,000 77,418 1,950,853

教 育 債 2,010,493 332,500 88,361 2,254,632

災害復旧債（農林） 9,604 0 1,782 7,822

災害復旧債（土木） 1,700 0 425 1,275

災害復旧債（その他公共施設） 675 0 150 525

辺 地 債 318,288 41,900 58,807 301,381

減 税 補 て ん 債 7,782 0 5,488 2,294

臨 時 財 政 対 策 債 6,903,413 0 758,239 6,145,174

合 併 特 例 債 10,911,032 0 510,906 10,400,126

減 収 補 塡 債 33,502 0 2,093 31,409

過 疎 債 137,883 75,200 8,484 204,599

計 23,204,476 1,867,200 1,603,428 23,468,248

特別会計

(国保)病 院 事 業 債 43,756 800 19,437 25,119

計 43,756 800 19,437 25,119

合 計 23,248,232 1,868,000 1,622,865 23,493,367

前 年 度 23,522,744 1,391,154 1,665,666 23,248,232

増 減 額 △274,512 476,846 △42,801 245,135
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４．一般会計

一般会計の予算の執行状況は、以下のとおりである。なお、一般会計の決算の収

支の状況については、「３．決算の総括 （２）決算収支」に記したとおりである。

（１）歳 入

一般会計の当年度歳入決算状況及び歳入決算額の構成比を前年度と対比して示

すと、次表のとおりである。

（歳入決算状況） （単位：千円）

科 目 予算現額 調定額 収入済額
不 納

欠損額

収 入

未済額

収入率

対予算 対調定

市 税 5,520,474 5,762,853 5,650,968 7,398 104,487 102.4% 98.1%

地 方 譲 与 税 259,632 262,389 262,389 0 0 101.1% 100.0%

利子割交付金 2,400 8,117 8,117 0 0 338.2% 100.0%

配当割交付金 25,000 42,478 42,478 0 0 169.9% 100.0%

株式等譲渡所得割
交 付 金

47,000 62,115 62,115 0 0 132.2% 100.0%

法 人 事 業 税
交 付 金

78,000 83,924 83,924 0 0 107.6% 100.0%

地 方 消 費 税
交 付 金

857,000 939,852 939,852 0 0 109.7% 100.0%

ゴルフ場利用税
交 付 金

13,000 13,327 13,327 0 0 102.5% 100.0%

環 境 性 能 割
交 付 金

32,000 30,611 30,611 0 0 95.7% 100.0%

地 方 特 例
交 付 金

46,760 46,844 46,844 0 0 100.2% 100.0%

地 方 交 付 税 5,483,821 5,508,077 5,508,077 0 0 100.4% 100.0%

交通安全対策
特 別 交 付 金

3,337 3,303 3,303 0 0 99.0% 100.0%

分 担 金 及 び
負 担 金

32,554 41,281 40,611 0 670 124.7% 98.4%

使 用 料 及 び
手 数 料

160,384 173,107 166,824 2 6,281 104.0% 96.4%

国 庫 支 出 金 2,525,899 2,382,330 2,341,501 0 40,829 92.7% 98.3%

県 支 出 金 1,141,211 1,103,311 1,103,311 0 0 96.7% 100.0%

財 産 収 入 98,614 101,501 101,501 0 0 102.9% 100.0%

寄 附 金 1,130,612 1,112,301 1,112,301 0 0 98.4% 100.0%

繰 入 金 750,845 698,681 698,681 0 0 93.1% 100.0%

繰 越 金 1,227,195 1,227,195 1,227,195 0 0 100.0% 100.0%

諸 収 入 758,336 726,171 717,811 2,685 5,675 94.7% 98.8%

市 債 2,394,000 1,867,200 1,867,200 0 0 78.0% 100.0%

計 22,588,074 22,196,968 22,028,941 10,085 157,942 97.5% 99.2%

前 年 度 21,456,471 21,343,398 21,075,475 4,362 263,561 98.2% 98.7%

増 減 額 1,131,603 853,570 953,466 5,723 △ 105,619 △ 0.7% 0.5%
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（歳入決算額構成の対前年度比較） （単位：千円）

収入済額は 22,028,941 千円であり、予算現額 22,588,074 千円に対する収入率は

97.5％、調定額 22,196,968 千円に対する収入率は 99.2％である。不納欠損額は 10,085

千円で対調定額比 0.1％、収入未済額は 157,942 千円で対調定額比 0.7％である。

これを前年度と比較してみると収入済額は 953,466 千円（4.5％）増加し、不納欠損

額も 5,723 千円（131.2％）増加し、収入未済額は 105,619 千円（△40.1％）減少して

いる。

また、歳入決算額の構成を前年度と比較してみると、主に繰入金が減少しているのに

対し、市債、繰越金、国庫支出金が増加している。

区 分
当 年 度 前 年 度 比較増減

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

市 税 5,650,968 25.7% 5,421,895 25.7% 229,073 4.2%

地 方 譲 与 税 262,389 1.2% 256,875 1.2% 5,514 2.1%

利子割交付金 8,117 0.0% 1,856 0.0% 6,261 337.3%

配当割交付金 42,478 0.2% 39,504 0.2% 2,974 7.5%

株式等譲渡所得割
交 付 金

62,115 0.3% 50,667 0.2% 11,448 22.6%

法 人 事 業 税
交 付 金

83,924 0.4% 81,239 0.4% 2,685 3.3%

地 方 消 費 税
交 付 金

939,852 4.3% 870,305 4.1% 69,547 8.0%

ゴルフ場利用税
交 付 金

13,327 0.1% 13,809 0.1% △ 482 △ 3.5%

環 境 性 能 割
交 付 金

30,611 0.1% 33,488 0.2% △ 2,877 △ 8.6%

地 方 特 例
交 付 金

46,844 0.2% 206,597 1.0% △ 159,753 △ 77.3%

地 方 交 付 税 5,508,077 25.0% 5,329,298 25.3% 178,779 3.4%

交通安全対策
特 別 交 付 金

3,303 0.0% 3,337 0.0% △ 34 △ 1.0%

分 担 金 及 び
負 担 金

40,611 0.2% 38,150 0.2% 2,461 6.5%

使 用 料 及 び
手 数 料

166,824 0.7% 161,033 0.8% 5,791 3.6%

国 庫 支 出 金 2,341,501 10.6% 2,076,500 9.8% 265,001 12.8%

県 支 出 金 1,103,311 5.0% 997,753 4.7% 105,558 10.6%

財 産 収 入 101,501 0.5% 102,949 0.5% △ 1,448 △ 1.4%

寄 附 金 1,112,301 5.0% 1,039,682 4.9% 72,619 7.0%

繰 入 金 698,681 3.2% 1,604,297 7.6% △ 905,616 △ 56.4%

繰 越 金 1,227,195 5.6% 750,126 3.6% 477,069 63.6%

諸 収 入 717,811 3.2% 612,461 2.9% 105,350 17.2%

市 債 1,867,200 8.5% 1,383,654 6.6% 483,546 34.9%

計 22,028,941 100.0% 21,075,475 100.0% 953,466 4.5%
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科目（款）別の歳入決算状況は、次のとおりである。

第 １ 款 市 税

市税の決算状況は、収入済額 5,650,968 千円は予算現額を 130,494 千円（2.4％）上

回っている。

収入済額の内容は、市民税（構成比 36.6％）、固定資産税（構成比 56.3％）、軽自動

車税（構成比 2.4％）、市たばこ税（構成比 4.3％）、入湯税（構成比 0.4％）で、その合

計額は、前年度に比べ 229,073 千円（4.2％）増加し、予算現額に対する収入率は 102.4％

で、前年度に比べ 1.1 ポイント低下している。

これを徴収率で現年課税分と滞納繰越分を分けてみると、現年課税分は 99.4％で、前

年度と同ポイントであり、滞納繰越分については 23.8％で対前年度比 0.8 ポイント低

下している。

また、不納欠損額は 7,398 千円で、前年度に比べ 3,036 千円（69.6％）増加し、収入

未済額は 104,487 千円で、前年度に比べ 4,510 千円（4.5％）増加している。不納欠損

額及び収入未済額の主なものは、市民税及び固定資産税である。

第 ２ 款 地方譲与税

地方譲与税の決算状況は、収入済額 262,389 千円は予算現額を 2,575 千円（1.1％）

上回っている。

収入済額の内容は、地方揮発油譲与税（構成比 17.2％）、自動車重量譲与税（構成比

57.3％）、森林環境譲与税（構成比 25.5％）で、その合計額は、前年度に比べ 5,514 千

円（2.1％）増加し、予算現額に対する収入率も対前年度比 4.0 ポイント上昇している。

第 ３ 款 利子割交付金

利子割交付金の決算状況は、収入済額 8,117 千円は予算現額を 5,717 千円（238.2％）

上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 6,261 千円（337.3％）増加し、予算現額に対する収入率

も対前年度比 214.5 ポイント上昇している。

第 ４ 款 配当割交付金

配当割交付金の決算状況は、収入済額 42,478 千円は予算現額を 17,478 千円（69.9％）

上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 2,974 千円（7.5％）増加し、予算現額に対する収入率も

対前年度比 18.0 ポイント上昇している。

（単位：千円）

科 目 予算現額 調定額 収入済額
不 納 収 入 収入率

欠損額 未済額 対予算 対調定

市 民 税 1,973,102 2,121,901 2,068,713 4,470 48,718 104.8% 97.5%

固定資産税 3,134,034 3,236,157 3,179,827 2,770 53,560 101.5% 98.3%

軽自動車税 131,781 135,522 133,155 158 2,209 101.0% 98.3%

市たばこ税 255,014 244,361 244,361 0 0 95.8% 100.0%

入 湯 税 26,543 24,912 24,912 0 0 93.9% 100.0%

計 5,520,474 5,762,853 5,650,968 7,398 104,487 102.4% 98.1%

前 年 度 5,236,227 5,526,234 5,421,895 4,362 99,977 103.5% 98.1%

増 減 額 284,247 236,619 229,073 3,036 4,510 △ 1.1% 0.0%
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第５款 株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金の決算状況は、収入済額 62,115 千円は予算現額を 15,115 千

円（32.2％）上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 11,448 千円（22.6％）増加し、予算現額に対する収入率

は対前年度比 26.1 ポイント低下している。

第 ６ 款 法人事業税交付金

法人事業税交付金の決算状況は、収入済額 83,924 千円は予算現額を 5,924 千円

（7.6％）上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 2,685 千円（3.3％）増加し、予算現額に対する収入率は

対前年度比 13.7 ポイント低下している。

第 ７ 款 地方消費税交付金

地方消費税交付金の決算状況は、収入済額 939,852 千円は予算現額を 82,852 千円

（9.7％）上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 69,547 千円（8.0％）増加し、予算現額に対する収入率も

対前年度比 1.0 ポイント上昇している。

第 ８ 款 ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金の決算状況は、収入済額 13,327 千円は予算現額を 327 千円

（2.5％）上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 482 千円（△3.5％）減少し、予算現額に対する収入率は

対前年度比 3.9 ポイント上昇している。

第 ９ 款 環境性能割交付金

環境性能割交付金の決算状況は、収入済額 30,611 千円と予算現額を 1,389 千円（△

4.3％）下回っている。

収入済額は、前年度に比べ 2,877 千円（△8.6％）減少し、予算現額に対する収入率

も対前年度比 49.9 ポイント低下している。

第１０款 地方特例交付金

地方特例交付金の決算状況は、収入済額 46,844 千円と予算現額を 84 千円（0.2％）

上回っている。

収入済額の内容は、地方特例交付金（構成比 76.0％）、新型コロナウイルス感染症対

策地方税減収補填特別交付金（構成比 24.0％）で、その合計額は、前年度に比べ 159,753

千円（△77.3％）減少し、予算現額に対する収入率も対前年度比 1.4 ポイント低下して

いる。

第１１款 地方交付税

地方交付税の決算状況は、収入済額 5,508,077 千円は予算現額を 24,256 千円（0.4％）

上回っている。

収入済額は、前年度に比べ 178,779 千円（3.4％）増加し、予算現額に対する収入率

も対前年度比 0.1 ポイント上昇している。
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第１２款 交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金の決算状況は、収入済額 3,303 千円は予算現額を 34 千円（△

1.0％）下回っている。

収入済額は、前年度に比べ 34 千円（△1.0％）減少し、予算現額に対する収入率も対

前年度比 5.5 ポイント低下している。

第１３款 分担金及び負担金

分担金及び負担金の決算状況は、収入済額 40,611 千円は予算現額を 8,057 千円
（24.7％）上回っている。

収入済額の内容は、分担金（構成比 1.0％）、負担金（構成比 99.0％）で、その合計額

は、前年度に比べ 2,461 千円（6.5％）増加している。

また、収入未済額は 670 千円で、前年度に比べ 339 千円(102.4％)増加している。こ

れは保育料負担金である。

予算現額に対する収入率も対前年度比 4.9 ポイント上昇している。

第１４款 使用料及び手数料

使用料及び手数料の決算状況は、収入済額 166,824 千円は予算現額を 6,440 千円

（4.0％）上回っている。

収入済額の内容は、使用料（構成比 56.7％）、手数料（構成比 43.3％）で、その合計

額は、前年度に比べ 5,791 千円（3.6％）増加している。

また、収入未済額は 6,281 千円で、前年度に比べ 91 千円(1.5％)増加している。その

主なものは、市営住宅使用料 6,262 千円である。

予算現額に対する収入率も対前年度比 3.7 ポイント上昇している。

第１５款 国庫支出金

国庫支出金の決算状況は、収入済額 2,341,501 千円は予算現額を 184,398 千円（△

7.3％）下回っている。

収入済額の内容は、国庫負担金（構成比 54.4％）、国庫補助金（構成比 45.2％）、委

託金（構成比 0.4％）で、その合計額は、前年度に比べ 265,001 千円（12.8％）増加し

ている。

また、収入未済額は 40,829 千円で、前年度に比べ 99,447 千円(△70.9％)減少してい

る。これは国庫補助金の総務費補助金・児童福祉費補助金・土木費補助金・物価高騰対

応重点支援地方創生臨時交付金である。

予算現額に対する収入率は対前年度比 1.7 ポイント上昇している。

第１６款 県支出金

県支出金の決算状況は、収入済額 1,103,311 千円は予算現額を 37,900 千円（△3.3％）

下回っている。

収入済額の内容は、県負担金（構成比 45.5％）、県補助金（構成比 43.1％）、委託金

（構成比 11.4％）で、その合計額は、前年度に比べ 105,558 千円（10.6％）増加してい

る。
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また、収入未済額は前年度に比べ皆減である。

予算現額に対する収入率は対前年度比 4.3 ポイント上昇している。

第１７款 財産収入

財産収入の決算状況は、収入済額 101,501 千円は予算現額を 2,887 千円（2.9％）上
回っている。
収入済額の内容は、財産運用収入（構成比 97.5％）、財産売払収入（構成比 2.5％）

である。その合計額は、前年度に比べ 1,448 千円（△1.4％）減少している。
予算現額に対する収入率は対前年度比 3.0 ポイント上昇している。

第１８款 寄附金
寄附金の決算状況は、収入済額 1,112,301 千円は予算現額を 18,311 千円（△1.6％）

下回っている。
収入済額は、前年度に比べ 72,619 千円（7.0％）増加し、予算現額に対する収入率は

対前年度比 3.3 ポイント低下している。

第１９款 繰入金

繰入金の決算状況は、収入済額 698,681 千円は予算現額を 52,164 千円（△6.9％）下

回っている。

収入済額の内容は、特別会計繰入金（構成比 28.6％）、基金繰入金（構成比 71.4％）

で特別会計繰入金はすべて企業用地造成事業特別会計からのものであり、基金繰入金の

内訳は財政調整基金（346,000 千円）、減債基金（112,000 千円）、地域振興基金（4,557

千円）、地場産品創出等基金（1,482 千円）、根尾川花火大会基金（5,500 千円）、畑中茂

樹奨学基金（600 千円）、吉村尚奨学基金（480 千円）、淡墨桜保護基金（2,462 千円）、

数学のまちづくり基金（600 千円）、公共設備等整備基金（25,000 千円）、であり、基金

の目的に基づき各々取り崩され、繰入されたものである。繰入金の額は、前年度に比べ

905,616 千円（△56.4％）減少している。

予算現額に対する収入率は対前年度比 0.7 ポイント上昇している。

第２０款 繰越金

繰越金の決算状況は、収入済額 1,227,195 千円は予算現額と同額である。

収入済額は、前年度に比べ 477,069 千円（63.6％）減少する一方で、予算現額に対す

る収入率の変化はない。

第２１款 諸収入

諸収入の決算状況は、収入済額 717,811 千円は予算現額を 40,525 千円（△5.3％）下

回っている。

収入済額の主な内容は、貸付金元利収入（構成比 3.7％）、受託事業収入（構成比

11.3％）、雑入（構成比 84.3％）である。その合計額は、前年度に比べ 105,350 千円

（17.2％）増加している。

また、収入未済額は 5,675 千円で、前年度に比べ 1,092 千円（△16.1％）減少してい

る。その主なものは、雑入の 5,629 千円である。

不納欠損額は 2,685 千円ですべて雑入であり前年度に比べ皆増である。

予算現額に対する収入率も対前年度比 2.6 ポイント低下している。
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第２２款 市 債

市債の決算状況は、収入済額 1,867,200 千円は予算現額を 526,800 千円（△22.0％）

下回っている。

収入済額は、前年度に比べ 483,546 千円（34.9％）増加している。市債の内容は、農

林水産債 2,100 千円、土木債 562,500 千円、消防債 853,000 千円、教育債 332,500 千円、

辺地債 41,900 千円、過疎債 75,200 千円である。

内容及び詳細については、３決算の総括（５）市債の状況のとおりである。

予算現額に対する収入率は、対前年度比 4.6 ポイント低下している。

（２）歳 出

一般会計の当年度歳出決算状況及び歳出決算額の構成比を前年度と対比して示

すと、次表のとおりである。

（歳出決算状況） （単位：千円）

科 目 予算現額 支出済額
翌 年 度
繰 越 額

不 用 額 執行率

議 会 費 158,315 155,284 0 3,031 98.1%

総 務 費 3,799,407 3,644,257 25,886 129,264 95.9%

民 生 費 5,245,663 5,034,422 8,300 202,941 96.0%

衛 生 費 1,464,889 1,402,332 0 62,557 95.7%

労 働 費 3,002 3,000 0 2 99.9%

農 林 水 産 業 費 637,886 564,678 0 73,208 88.5%

商 工 費 983,860 906,692 3,655 73,513 92.2%

土 木 費 2,771,720 2,405,438 100,002 266,280 86.8%

消 防 費 2,379,697 1,975,966 0 403,731 83.0%

教 育 費 3,291,115 3,176,253 17,734 97,128 96.5%

災 害 復 旧 費 40 0 0 40 0.0%

公 債 費 1,782,677 1,781,488 0 1,189 99.9%

諸 支 出 金 42,762 42,758 0 4 100.0%

予 備 費 27,041 0 0 27,041 0.0%

計 22,588,074 21,092,568 155,577 1,339,929 93.4%

前 年 度 21,456,471 19,848,280 563,307 1,044,884 92.5%

増 減 額 1,131,603 1,244,288 △ 407,730 295,045 0.9%

区 分
当 年 度 前 年 度 比較増減

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

議 会 費 155,284 0.7% 150,990 0.8% 4,294 2.8%

総 務 費 3,644,257 17.3% 3,838,467 19.3% △ 194,210 △ 5.1%

民 生 費 5,034,422 23.9% 5,015,003 25.3% 19,419 0.4%

衛 生 費 1,402,332 6.6% 1,445,069 7.3% △ 42,737 △ 3.0%

労 働 費 3,000 0.0% 3,050 0.0% △ 50 △ 1.6%

農 林 水 産 業 費 564,678 2.7% 537,709 2.7% 26,969 5.0%
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（歳出決算額構成の対前年度比較） （単位：千円）

支出済額は 21,092,568 千円で、予算現額 22,588,074 千円に対する執行率は 93.4％、

不用額は 1,339,929 千円である。

これは、前年度に比べ不用額で 295,045 千円（28.2％）増加しており、支出済額も

1,244,288 千円（6.3％）増加している。また、翌年度繰越額は 155,577 千円で、前年度

に比べ 407,730 千円（△72.4％）減少している。

なお、翌年度繰越額の内容は、総務費（総務管理費、戸籍住民基本台帳費）25,886 千

円、民生費（児童福祉費）8,300 千円、商工費（商工費）3,655 千円、土木費（道路橋り

ょう費、河川費）100,002 千円、教育費（保健体育費）17,734 千円であり、明許費繰越

されている。

科目（款）別の歳出決算状況は、次のとおりである。

第 1 款 議会費

支出済額は、155,284 千円で予算現額に対し、執行率 98.1％で、前年度に比べ 4,294

千円（2.8％）増加している。

不用額は、前年度に比べ 566 千円（△15.7％）減少している。主なものは、政務活動

費等による議会費 3,031 千円（対予算現額比 1.9％）である。

第 ２ 款 総務費

支出済額は、3,644,257 千円で予算現額に対し、執行率 95.9％で、前年度に比べ

194,210 千円（△5.1％）減少している。

支出済額の内容は、総務管理費（構成比 89.2％）、徴税費（構成比 5.5％）、戸籍住民

基本台帳費（構成比 3.3％）、選挙費（構成比 1.6％）、統計調査費（構成比 0.4％）、監

査委員費（構成比 0.0％）である。

総務管理費は、前年度に比べ 272,679 千円（△7.7％）減少している。

徴税費は、前年度に比べ 16,993 千円（9.4％）増加している。

戸籍住民基本台帳費は、前年度に比べ 22,284 千円（22.7％）増加している。

選挙費は、前年度に比べ 28,343 千円（90.2％）増加している。

統計調査費は、前年度に比べ 10,847 千円（256.6％）増加している。

翌年度繰越額は、前年度に比べ 25,886 千円の皆増である。

不用額は、前年度に比べ 153,722 千円（△54.3％）減少している。主なものは、ふる

さと納税促進事業、自治体情報システム標準化・共通化事業等による総務管理費 104,963

商 工 費 906,692 4.3% 532,622 2.7% 374,070 70.2%

土 木 費 2,405,438 11.4% 2,450,699 12.3% △ 45,261 △ 1.8%

消 防 費 1,975,966 9.4% 1,512,232 7.6% 463,734 30.7%

教 育 費 3,176,253 15.1% 2,516,523 12.7% 659,730 26.2%

災 害 復 旧 費 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

公 債 費 1,781,488 8.4% 1,792,086 9.0% △ 10,598 △ 0.6%

諸 支 出 費 42,758 0.2% 53,830 0.3% △ 11,072 △ 20.6%

予 備 費 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

計 21,092,568 100.0% 19,848,280 100.0% 1,244,288 6.3%
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千円（対予算現額比 3.1％）である。

第 ３ 款 民生費

支出済額は、5,034,422 千円で予算現額に対し、執行率 96.0％で、前年度に比べ 19,419

千円（0.4％）増加している。

支出済額の内容は、社会福祉費（構成比 69.2％）、児童福祉費（構成比 27.9％）、生

活保護費（構成比 2.9％）である。

社会福祉費は、前年度に比べ 212,769 千円（△5.8％）減少している。

児童福祉費は、前年度に比べ 221,512 千円（18.7％）増加している。

生活保護費は、前年度に比べ 10,676 千円（8.1％）増加している。

翌年度繰越額は、前年度に比べ 35,411 千円（△81.0％）減少している。

不用額は、前年度に比べ 2,414 千円（△1.2％）減少している。主なものは、各種支

援給付金給付事業等による社会福祉費 136,202 千円（対予算現額比 3.8％）である。

第 ４ 款 衛生費

支出済額は、1,402,332 千円で予算現額に対し、執行率 95.7％で、前年度に比べ 42,737

千円（△3.0％）減少している。

支出済額の内容は、保健衛生費（構成比 35.7％）、清掃費（構成比 52.4％）、水道費

（構成比 11.9％）である。

保健衛生費は、前年度に比べ 62,324 千円（△11.1％）減少している。

清掃費は、前年度に比べ 70,397 千円（10.6％）増加している。

水道費は、前年度に比べ 50,810 千円（△23.3％）減少している。

翌年度繰越額は、本年度はない。

不用額は、前年度に比べ 39,797 千円（△38.9％）減少している。主なものは、予防

接種・コロナワクチン接種事業及び浄化槽各種補助金等による保健衛生費 57,686 千円

（対予算現額比 10.3％）である。

第 ５ 款 労働費

支出済額は、3,000 千円で予算現額に対し、執行率 99.9％で、前年度に比べ 50 千円

（△1.6％）減少している。

支出済額の全額が労働諸費（構成比 100.0％）である。

第 ６ 款 農林水産業費

支出済額は、564,678 千円で予算現額に対し、執行率 88.5％で、前年度に比べ 26,969

千円（5.0％）増加している。

支出済額の内容は、農業費（構成比 68.2％）、林業費（構成比 31.8％）である。

農業費は、前年度に比べ 21,533 千円（△5.3％）減少している。

林業費は、前年度に比べ 48,502 千円（37.0％）増加している。

翌年度繰越額は、前年度に比べ皆減である。

不用額は、前年度に比べ 3,128 千円（4.5％）増加している。主なもの林道改良工事

事等による林業費 50,370 千円（対予算現額比 21.9％）である。
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第 ７ 款 商工費

支出済額は、906,692 千円で予算現額に対し、執行率 92.2％で、前年度に比べ 374,070

千円（70.2％）増加している。

翌年度繰越額は、前年度に比べ 3,655 千円の皆増である。

不用額は、前年度に比べ 26,867 千円（57.6％）増加している。これは企業立地造成

業等による商工費 73,513 千円（対予算現額比 7.5％）である。

第 ８ 款 土木費

支出済額は、2,405,438 千円で予算現額に対し、執行率 86.8％で、前年度に比べ 45,261

千円（△1.8％）減少している。

支出済額の内容は、土木管理費（構成比 6.4％）、道路橋りょう費（構成比 51.0％）、

河川費（構成比 0.8％）、都市計画費（1.5％）、公園費（構成比 5.6％）、下水道費（構

成比 32.7％）、住宅費（構成比 1.8％）、国土調査費（構成比 0.2％）である。

土木管理費は、前年度に比べ 46,616 千円（△23.3％）減少している。

道路橋りょう費は、前年度に比べ 149,864 千円（13.9％）増加している。

河川費は、前年度に比べ 16,809 千円（△45.1％）減少している。

都市計画費は、前年度に比べ 13,349 千円（57.9％）増加している。

公園費は、前年度に比べ 122,418 千円（△47.8％）減少している。

下水道費は、前年度に比べ 33,032 千円（△4.0％）減少している。

住宅費は、前年度に比べ 18,846 千円（75.4％）増加している。

国土調査費は、前年度に比べ 8,445 千円（△62.6％）減少している。

翌年度繰越額は、前年度に比べ 258,816 千円（△72.1％）減少している。

不用額は、前年度に比べ 102,241 千円（62.3％）増加している。主なものは、市道改

良事業等による道路橋りょう費 209,261 千円（対予算現額比 13.7％）である。

第 ９ 款 消防費

支出済額は、1,975,966 千円で予算現額に対し、執行率 83.0％で、前年度に比べ

463,734 千円（30.7％）増加している。

翌年度繰越額は、前年度に比べ皆減である。

不用額は、前年度に比べ 387,950 千円（2458.3％）増加している。これは消防署整備

事業等による消防費 403,731 千円（対予算現額比 17.0％）である。

第１０款 教育費

支出済額は、3,176,253 千円で予算現額に対し、執行率 96.5％で、前年度に比べ

659,730 千円（26.2％）増加している。

支出済額の内容は、教育総務費（構成比 13.6％）、小学校費（構成比 15.1％）、中学

校費（構成比 14.3）幼稚園費（構成比 20.8％）、社会教育費（構成比 13.9％）、保健体

育費（構成比 22.3％）である。

教育総務費は、前年度に比べ 29,258 千円（7.3％）増加している。

小学校費は、前年度に比べ 92,481 千円（23.9％）増加している。

中学校費は、前年度に比べ 323,162 千円（243.0％）増加している。

幼稚園費は、前年度に比べ 52,465 千円（8.6％）増加している。

社会教育費は、前年度に比べ 99,218 千円（29.1％）増加している。

保健体育費は、前年度に比べ 63,146 千円（9.8％）増加している。
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翌年度繰越額は、前年度に比べ 9,087 千円（105.1％）増加している。

不用額は、前年度に比べ 430 千円（0.4％）増加している。主なものは、奨学金返還

支援補助金事業等によるＧＩＧＡスクール端末購入等による小学校費 23,651 千円（対

予算現額比 4.7％）、ＧＩＧＡスクール端末購入等による中学校費 29,466 千円（対予算

現額比 6.1％）である。

第１１款 災害復旧費

支出済額はなく、前年度と同額である。

不用額も、前年度と同額である。

第１２款 公債費

支出済額は、1,781,488 千円で予算現額に対し、執行率 99.9％で、前年度に比べ 10,598

千円（△0.6％）減少している。

不用額は、前年度に比べ 431 千円（△26.6％）減少している。

第１３款 諸支出金

支出済額は、42,758 千円で予算現額に対し、執行率 100.0％で、前年度に比べ 11,072

千円（△20.6％）減少している。

支出済額の全額が諸費（構成比 100.0％）である。

第１４款 予備費

支出済額はなく、前年度と同額である。

不用額は、前年度に比べ 28,643 千円（△51.4％）減少している。
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５．特別会計

特別会計の決算収支の状況は、次表のとおりである。

各会計の概要は、次のとおりである。

（１）国民健康保険特別会計（事業勘定）

当年度の歳入決算額は 3,219,318 千円、歳出決算額は 3,133,676 千円、形式収支、実

質収支とも 85,652 千円の黒字である。

収入済額は 3,219,318 千円で、予算現額を 144,480 千円（△4.3％）下回り、調定額

に対する収入率は 97.9％である。

また、不納欠損額は 2,496 千円で対調定額比 0.1％、収入未済額は 65,799 千円で対調

定額比 2.0％である。

なお、前年度に比べ、収入済額は 164,043 千円（△4.8％）減少している。

一方、不納欠損額も 4,664 千円（△65.1％）減少し、収入未済額は 10,834 千円（19.7％）

増加している。

歳入の主なものは、国民健康保険税（構成比 17.7％）県支出金（構成比 69.4％）、繰

入金（構成比 10.4％）である。

次に、支出済額は 3,133,676 千円で、前年度に比べ 190,929 千円（△5.7％）減少し

ている。執行率が 3.6 ポイント低下したことにより、不用額は 230,132 千円となり、前

年度に比べ 121,302 円（111.5％）増加している。

歳出の主なものは、保険給付費（構成比 68.5％）、国民健康保険事業費納付金（構成

比 27.5％）である。

次に、当該年度末における国民健康保険加入世帯は 3,605 世帯（対前年度比 96.5％）

で市内全世帯の 27.0％で、被保険者数は 5,548 人（対前年度比 95.4％）で市内全人口

の 17.1％であり、加入世帯及び被保険者数ともに減少傾向にある。

当年度の実質収支は 85,652 千円の黒字で、前年度実質収支を除く単年度収支も

26,886 千円の黒字である。

最後に、保険税収入率（対調定比）は 89.3％で、前年度に比べ 1.0 ポイント低下して

いる。これは、一般被保険者国民健康保険税の収納率の現年度分が 95.5％で、前年度に

比べ 1.0 ポイント低下し、過年度分が 22.7％で、前年度に比べ 2.8 ポイント低下した

ことによる。

（単位：千円）

区 分 歳 入 歳 出 形式収支
翌年度へ
繰越すべ
き 財 源

実質収支
単年度
収 支

国 民 健 康 保 険
（ 事 業 勘 定 ）

3,219,328 3,133,676 85,652 0 85,652 26,886

国 民 健 康 保 険
（ 施 設 勘 定 ）

180,928 171,593 9,335 0 9,335 △ 346

後期高齢者医療 616,452 611,486 4,966 0 4,966 △ 871

企業用地造成事業 444,104 444,103 1 0 1 0

計 4,460,812 4,360,858 99,954 0 99,954 25,669
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（２）国民健康保険特別会計（施設勘定）

当年度の歳入決算額は 180,928 千円、歳出決算額は 171,593 千円、形式収支、実質収

支とも 9,335 千円の黒字である。

収入済額は、180,928 千円で予算現額を 3,861 千円（△2.1％）下回り、調定額に対す

る収入率は 100.0％である。

また、不納欠損額はなく、収入未済額もない。

なお、前年度に比べ収入済額は 43,714 千円（△19.5％）減少している。これは、主

に診療収入で 17,565 千円（△21.4％）、繰入金で 15,073 千円（△12.5％）、市債で 6,700

千円（△89.3％）減少したことによる。

歳入の主なものは、診療収入（構成比 35.6％）、繰入金（構成比 58.1％）である。

次に、支出済額は 171,593 千円で、前年度に比べ 43,368 千円（△20.2％）減少して

いる。執行率が 3.3 ポイント低下したため、不用額は 13,196 千円となり、前年度に比

べ 4,818 千円（57.5％）増加している。

歳出の主なものは、総務費（構成比 70.0％）、医業費（構成比 18.4％）、公債費（構成

比 11.6％）である。

なお、診療者数の状況は、少子高齢化等の影響により、引続き減少傾向が続いている。

当年度の実質収支は 9,335 千円の黒字であり、また前年度実質収支を除く単年度収支

は 346 千円の赤字である。

最後に、診療収入は 64,374 千円で、歳入決算総額の 35.6％に下がり、前年度に比べ

17,565 千円（△21.4％）減少している。また、繰入金は 105,094 千円で前年度に比べ

15,073 千円（△12.5％）減少したが、歳入決算総額の 58.1％を占めている。

主な繰入金は、一般会計繰入金で、決算額は 78,000 千円となり、前年度に比べ 16,592

千円（△17.5％）減少しており、事業勘定繰入金で、決算額 15,369 千円となり、前年

度に比べ 7,708 千円（△33.4％）減少している。

診療所の運営については令和７年度より診療日数の削減、根尾診療所・本巣診療所の

一体的な運営など、診療体制の見直しに取り組まれているところではあるが、人口減少

による診療収入の減少など厳しい経営状況にある中、持続可能な運営を目指し、更なる

改善の検討を望む。

（３）後期高齢者医療特別会計

当年度の歳入決算額は 616,452 千円、歳出決算額は 611,486 千円、形式収支、実質収

支とも 4,966 千円の黒字である。

収入済額は、616,452 千円で予算現額を 2,095 千円（△0.3％）下回り、調定額 617,501

千円に対する収入率は 99.8％である。

また、不納欠損額は 89 千円で対調定額比 0.0％で、収入未済額は 960 千円で対調定

額比 0.2％である。

なお、前年度と比較してみると、収入済額は 39,993 千円（6.9％）増加している。

収入未済額は 4千円（△0.4％）、不納欠損額は 42 千円（△32.1％）と共に減少して

いる。

歳入の主なものは、後期高齢者医療保険料（構成比 76.0％）、繰入金（構成比 22.3％）

である。

次に、支出済額は 611,486 千円で、予算現額に対し、執行率 98.9％で、前年度に比べ

40,864 千円（7.2％）増加している。
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不用額は 7,061 千円で、前年度に比べ 6,742 千円（△48.8％）減少し、執行率は、前

年度に比べ 1.3 ポイント上昇している。

歳出の主なものは、後期高齢者医療広域連合納付金（構成比 98.3％）である。

当年度の実質収支は 4,966 千円の黒字であり、前年度実質収支を除く単年度収支は

871千円の赤字である。

また、被保険者数は、75 歳以上の者に加え 65 歳から 74 歳で一定の障がいがあり、広

域連合の認定を受けた者 60,997 人で、前年度に比べ 154 人（2.6％）増加している。こ

のような状況の中、当年度の決算としては歳入額、歳出額ともに増加している。この傾

向はここ数年続いており、また、ますます広がる高齢化社会を鑑みると今後も増加傾向

が続くものと予想される。

（４）企業用地造成事業特別会計

当年度の歳入決算額は 444,104 千円、歳出決算額は 444,103 千円、形式収支、実質収

支とも 1千円のである。

収入済額は、444,104 千円で予算現額を 40,164 千円（△8.3％）下回り、調定額 444,104

千円に対する収入率は 100.0％である。不納欠損額及び収入未済額はない。

次に、支出済額は 444,103 千円で、予算現額に対し、執行率 91.7％で、前年度に比べ

98,040 千円（28.3％）増加している。

不用額は 40,615 千円で、前年度に比べ 34,323 千円（587.5％）増加し、執行率は、

前年度に比べて 23.3 ポイント上昇している。
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６．財産の状況

財産の当年度における異動及び当年度末現在高状況は、以下のとおりである。

（１）公有財産

土地は、前年度末に比べ 1,455 ㎡（0.1％）増加している。このうち、行政財産で 1,382

㎡（0.1％）増加しており、普通財産で 73 ㎡（0.0％）増加している。

建物は、前年度末に比べ 2,616 ㎡（1.4％）増加している。このうち、行政財産で 2,274

㎡（1.2％）増加しており、普通財産で 342 ㎡（9.0％）増加している。

山林、有価証券及び出資による権利については、当年度中における増減はない。

（２）物 品

取得価格 50 万円以上の物品の当年度末現在高は、合計 873 点であり、前年度末現在

高に比べ 155 点（△15.1％）減少している。

決算年度中の増減は、主に文具・事務用機器類で 165 点の減少、ちゅう房用具類で 5

点の増加となっている。

（３）債 権

当年度末現在高は 169,081 千円で、前年度に比べ 3,730 千円（△2.2％）減少してい

る。これは、主に各貸付金に係る償還により減少したことによる。

（４）基 金

基金については、当年度末現在高は 6,565,376 千円で、前年度末現在高に比べ 605,565

千円（10.2％）増加している。

主な基金の増減については、以下のとおりである。

財政調整基金は、前年度末現在高に比べ 522,100 千円（15.3％）増加している。

減債基金は、前年度末現在高に比べ 19,818 千円（△2.1％）減少している。

公共施設等整備基金は、前年度末現在高に比べ 27,000 千円（6.8％）増加している。

地域振興基金は、前年度末現在高に比べ 4,346 千円（△6.2％）減少している。

地場産品創出等基金は、前年度末現在高に比べ 194,017 千円（13127.0％）増加してい

る。

森林環境譲与税活用基金は、前年度末現在高に比べ 7,198 千円（80.5％）増加してい

る。

根尾川花火大会基金は、前年度末現在高に比べ 1,705 千円（7.6％）増加している。

国民健康保険基金は、前年度末現在高に比べ 110,162 千円（△21.0％）減少している。

国民健康保険診療所基金は、前年度末現在高に比べ 11,385 千円（△6.9％）減少して

いる。
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７．むすび

当年度の一般会計歳入歳出決算の状況をみると、歳入は 22,028,941 千円、歳出は

21,092,568 千円で、前年度と比較してみると歳入は 953,466 千円（4.5％）、歳出は

1,244,288 千円（6.3％）とともに増加している。これにより形式収支で 936,373 千

円、翌年度へ繰越すべき財源 70,846 千円を差引いた実質収支で 865,527 千円といず

れも黒字となっている。また、単年度収支については 207,288 千円の赤字となってい

る。

歳入決算のうち前年度に比べ増額となった主な歳入は、市税で 229,073 千円

（4.2％）、地方交付税で 178,779 千円（3.4％）、国庫支出金で 265,001 千円（12.8％）、

繰越金で 477,069 千円（63.6％）、市債で 483,546 千円（34.9％）増加している。

一方、前年度に比べ減額となった主な歳入は、地方特例交付金で 159,753 千円（△

77.3％）、繰入金で 905,616 千円（△56.4％）減少している。

一般会計から各特別会計への繰出額は 327,118 千円（歳出に占める割合 1.6％）で、

前年度に比べ 290,593 千円（△47.0％）減少している。

一般会計に特別会計を合わせた総計決算額については、歳入 26,489,753 千円、歳

出 25,453,426 千円であり、形式収支は 1,036,327 千円、実質収支は 965,481 千円で、

いずれも黒字となっている。また、単年度収支については 181,619 千円の赤字となっ

ている。

これらの結果、主な財政分析指標をみると、財政力指数は 0.520 で、前年度に比べ

0.01 ポイント低下しており、財政構造の弾力性を判断する経常収支比率は 88.1％で、

前年度に比べ 0.6 ポイント低下している。このことは、財政力指数においては一般的

な指数の目安となる１には及ばず、また、経常収支比率においては一般的な指数の目

安となる 75％を超過している。今後、物価や人件費の高騰、高齢化の進展に伴う社会

保障関係経費のさらなる増加、老朽インフラの更新などの様々な課題を踏まえると、

市税収の増加や自主財源の拡充、行政サービスの効率化や公共事業の優先順位見直し

により支出を削減するなど、財政基盤の強化に努められることを望む。

また、財政構造における歳入構成をみると、自主財源の割合が 44.0％で、前年度に

比べ 2.2 ポイント低下しているが、これは、主に自主財源の繰入金等の減少により生

じたものである。

次に、市税等の過年度分を含めた滞納繰越額の年度別推移を見ると、市民税、住宅

使用料、後期高齢者医療保険料はここ数年増加傾向が続いている。固定資産税、軽自

動車税は令和 5年度一時減少したものの再び増加傾向にあり、保育料負担金、国民健

康保険税は当年度増加している。一方で、学校給食費は当年度減少している。
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一般会計における収入未済額は、前年度に比べ 105,619 千円（△40.1％）減少して

いる。また、特別会計では前年度に比べ、国民健康保険特別会計(事業勘定)で 10,834

千円（19.7％）増加し、後期高齢者医療特別会計で 4千円（△0.4％）減少している。

一般会計における不納欠損額は、前年度に比べ 5,723 千円（131.2％）増加してい

る。これは、主に市税で 3,036 千円（69.6％）増加し、学校給食費で 2,685 千円皆増

したことによる。特別会計では、国民健康保険特別会計(事業勘定)で 4,664 千円（△

65.1％）、後期高齢者医療特別会計で 42 千円（△32.1％）減少している。

この不納欠損については、回収見込みがない債権について効率的・合理的な債権管

理を図る上でやむを得ない措置である、しかしながら公平性の観点からも、「本巣市

債権管理条例」に基づき、統一的な基準による債権放棄等、適正な債権管理に努めら

るとともに、債権発生の未然防止や徴収率向上のための取組を推進することにも努め

られたい。

一方、歳出決算における歳出構成を見ると、義務的経費を除いた経常的経費の割合

は 36.3％で前年度に比べ 0.5 ポイント低下し、投資的経費の割合は 14.2％で 0.4 ポ

イント低下している。今後も引き続き経常的経費の節減を図り、財政が硬直化しない

よう弾力性のある財政の維持に努める必要があると考える。

次に、市債の発行については、当年度一般会計で 1,867,200 千円、特別会計全体で

800 千円を発行している一方で、償還元金は一般会計で 1,603,428 千円、特別会計全

体で 19,437 千円となっている。その結果、当年度末における市債現在高は一般会計

23,468,248 千円、特別会計全体 25,119 千円で合わせて 23,493,367 千円となり、前年

度に比べ 245,135 千円（1.1％）増加している。

限られた財源を効率的・効果的に活用するなど、将来世代に過度な負担をしいるこ

とのないよう、引き続き適正で計画的な市債管理に努められたい。

不用額については、一般会計 1,339,929 千円と特別会計 290,554 千円を合わせた総

額で 1,630,483 千円となり、前年度より 448,746 千円（38.0％）増加している。不用

額については、限られた財源を有効に活用するために、事業内容や決算状況を精査し

たうえで、適切な予算編成及び効率的な予算執行に努められたい。

最後に、一般会計の当年度決算については、繰入金等の減少により自主財源につい

ては減少し、市債や地方交付税、国庫支出金等の増加により依存財源については増加

となっており、金額ベースでとらえると全体で 4.5%の増加となっている。また経常的

収入が増加しているのに対し、経常収支比率が 88.1％で、前年度に比べ 0.6 ポイント

低下しているが、この比率は 75％程度の数値が妥当といわれていることから、財政の
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硬直化を進行させないため、経常的経費の削減に努めるなど、さらなる改善を期待す

るものである。

令和 6年度にはふるさと納税が初めて 10 億円を超え過去最高額となり、当年度も

過去最高額を更新している。度重なる制度改正にもかかわらず、新規返礼品の拡充な

どにより地域の魅力向上や効果的な情報発信が奏功した結果であると評価する。

今後もさらなる寄附額の確保に向け、地場産品創出等推進事業を活用した魅力ある

新たな返礼品の開発等を進め、貴重な自主財源の確保に努められたい。加えて、企業

版ふるさと納税にも力を入れ、新たな寄附企業の確保にも努められたい。

今後、人口減少や少子高齢化の進展に対応しつつ、ＤＸ技術や生成ＡＩ、ＲＰＡを

活用して市役所業務の効率化と市民サービスの向上を図ることが重要であると考え

る。

物価高騰や社会保障費の増加が見込まれる中、歳入確保と予算の効率的執行による

財政の安定化に努められたい。

また、市民や関係団体と連携し、将来を見据えた投資や人材育成を進め、持続可能

で魅力あるまちづくりを一層推進されることを望むものである。
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